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知的財産権・不法行為・自由領域 

－日韓両国における規範的解釈の試み－ 

 

本論文は、個別の知的財産法の条文によって明示的には保護されていない知的財産の利用行為

に対して、民法の一般不法行為に基づいて不法行為が成立する可能性について、日本と韓国の裁

判例、学説を比較検討し、一定の指針を得ようとするものである。 

本論文の主張は以下のようにまとめることができる。第一に、この論点については、特に近時、

日本でも韓国でも重要な最上級審判決が現れているところ、日本の最高裁は不法行為を肯定する

のに消極的な態度を示しているのに対して、韓国の大法院はより積極的に不法行為を是認する、

という対照を見せていることを邦語文献として明らかにしている。第二に、このように両者が袂

を分かった原因を特定するために、本論文は、ついで、韓国民法の不法行為の制定の経緯や学説

の継受の歴史を辿り、それが日本の民法と民法学の強い影響の下に形成されたものであることを

踏まえると、規定の構造の差異がこのような正反対の解釈を生む原因となっていることは考えに

くいことを指摘したことである。ゆえに、両国の判例法理が正反対の解釈を志向する理由は、そ

の背後に潜むアプローチにあるのではないか、という論理的な展開を示したことも、本論文の一

つの特徴といえる。第三に、そのアプローチに関しては、近時の日本の有力説は、知的財産法中

心型と民法自己完結型という発想の二つがあることを指摘するととともに、その対立を単なる知

的財産法の体系と民法の体系という平面的な法体系同士の調整問題と捉えるのではなく、さらに

立法による解決を中心に据えるのか（知的財産法中心型の場合）、司法による法創造に重きを置く

のか（民法自己完結型の場合）、という立法、司法の役割分担に求めたうえで、知的財産法中心型

をもって是とする提案を行っている。本論文は、韓国においても、この日本の有力説に基づいて、

大法院によって示された民法自己完結型の発想に対して批判が投げかけられていることを紹介す

ることで、両国の議論の橋渡しに貢献している。第四に、韓国では、さらにこの見解を発展させ、

利用者の表現の自由等の憲法論と結びつける見解が唱えられている。本論文は、こうした韓国で

の議論に示唆を受け、そもそもの知的財産権に関し、憲法 29条ではなく国民全般が憲法 13条の

幸福追求権を実現するための手段的な権利として位置づける権利と接合することで、より議論に

深みを与えようとしている。 

さて、その評価であるが、母国である中国法をあえて比較の対象から落としたことで、類似の

構造の条文に基づきながら好対照の展開を見せた日韓両国の裁判例を軸に据え、全体の見取り図

が観やすい論文を構築することに成功している。また、邦語文献として韓国法における本問題の

進展を紹介するものはこれまで皆無に近かったところ、日本における有力説が韓国の法学界にお

いて一定の影響力を持っていることなどを明らかにしている等、今後、本問題について日韓の学

術的な交流を促進する契機となりうる点でも、本論文の存在意義は大きい。他方、本論文が中心

に据えるアプローチは有力説がすでに唱えているものに依拠しており、憲法論に新たな素材を求
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めたとはいえ、知的財産権の憲法上の位置づけに関する大胆な提言自体、有力説に基づくもので

あり、日本法に与える示唆という点では新味にかけるところがあることは否めない。もっとも、

この点は、本論文は将来的にはハングルでの発表も睨んでいることや、そもそも邦語文献として

公刊したとしても、韓国の法学界には相当程度の影響を与えうることに鑑みると、日本の法学に

対する影響という視点のみで本論文を評価すべきではないと考えられる。 

以上のように、本論文は、幾つかの課題は残されているものの、前述した様々な美点に鑑み、

審査委員全員の一致をもって博士号取得に値すると判断した。 

 


